
１．アメリカ

ＧＤＰ：2009年１-３月期は前期比年率▲5.5％成長
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住宅投資寄与

（前期比年率、％） 純輸出寄与

設備投資寄与

消費寄与

その他寄与

（備考）アメリカ商務省より作成。

消費：消費は政策効果による下支えもあり、下げ止まりつつある。
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貯蓄率（右軸）
５月6.9％

実質個人
消費支出

（備考）アメリカ商務省より作成。
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（備考）米商務省、FRBより作成。

自動車販売

平均年間販売台数（99～08年）
1,643万台

（年率、万台）

6月：966万台

5月：433万台

自動車販売台数

自動車国内生産台数

（月）
（年）

（期）
（年）

戻し減税の
影響

景気は後退しており、金融危機と実体経済悪化の悪循環により、
引き続き深刻な状況にあるが、収縮のテンポは緩やかになってい
る。先行きについては、悪循環により、景気後退が長期化するリス
クがある。
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(前年同月比、％)

失業率(右目盛)

（前月差、万人）

非農業雇用者数

６月
▲46.7万人

住宅：住宅着工は低水準にあるものの、下げ止まりの兆しがみられる。

07年12月の景気後退以来
▲646万人

（月）
（年）

（備考）アメリカ労働省より作成。

時間当たり賃金
（右目盛）

６月
9.5％
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（億ドル、前月差）

回転信用残高

非回転信用残高

消費者信用残高

消費者信用残高

（備考）連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）より作成。

雇用：雇用者数は、減少幅がやや縮小しているものの大幅に減少しており、
       失業率は急速に上昇している。

（備考）1．アメリカ商務省、全米不動産業者協会（ＮＡＲ）より作成。
　　　　2．在庫販売比率は、現在の住宅販売に対して何か月分の住宅在庫があるかを示す。
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住宅着工件数
（年率換算）

中古住宅在庫販売比率
（右目盛）

新築住宅在庫販売比率
（右目盛）

（千件） （月）

着工　5月：53.2万件
　（前月比17.2％増）
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消費者信頼感
現在指数

消費者信頼感
総合指数

（1985年＝100）

（月）
（年）

消費者信頼感
将来指数

（備考）1．コンファレンス・ボードより作成。
　　　　2．消費者信頼感指数の「将来指数」は６か月後の見通し。

消費者信頼感指数

（月）
（年）

（月）
（年）
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食品コア指数

エネルギー
(右目盛)

（前年同月比、％）

（月）
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ＣＰＩ総合指数

（前年同月比、％）

90

95

100

105

110

115

1 6 12 1 6 12 1 6 12 1 6 12 1 5

05 06 07 08 09

65

70

75

80

（月）
（年）

 鉱工業生産指数（総合)
　前月比　4月：▲0.7％
　　　　　5月：▲1.1％

設備稼働率
（製造業、右目盛）

5月：65.0％

(備考)1．アメリカ労働省より作成。
　　　　2．コア指数は、総合指数からエネルギーと食料を除いた指数である。

(備考)FRBより作成。

（指数）

(備考)アメリカ商務省より作成。
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(前期比年率、％)

IT投資寄与

（月）
（期）
（年）

IT以外の投資寄与

コア資本財受注
（前期比）

民間設備投資
09年1Q：▲37.3％

構築物投資寄与
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ＩＳＭ製造業景況指数 総合
6月：44.8

ISM製造業景況指数
新規受注
6月：49.2

ＩＳＭ製造業景況指数

(備考)全米供給管理協会（ISM）より作成。

（％）

（％）

（月）
（年）

設備投資：設備投資は大幅に減少している。 生産：生産は減少している。

物価：コア物価は落ち着きがみられる。

コア指数
＋1.8％
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主要国際機関等による見通し

（前期比年率、％）

（期）
（年）

実質GDP成長率

（前年比、％）

（備考）アメリカ商務省、OECD "Economic Outlook 85"(09年6月24日）、
        ブルーチップ・インディケータ（6月10日号）、IMF "World
        Economic Outlook Update"（09年7月8日）より作成。
 

Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
ＯＥＣＤ ▲ 1.4 0.0 0.5 1.3 1.4 1.5 1.6
ブルーチップ ▲ 1.8 0.6 1.9 2.4 2.8 2.9 3.0

2009年 10年

 ○金融機関に対する厳格な監督・規制
　 ・金融サービス監督評議会（Financial Services Oversight Council）の
     創設
　 ・金融システムの安定を脅かすおそれのあるすべての会社をTier 1 FHC
     （FHC：金融持株会社）と定義し、これらを監督する権限をＦＲＢに付与
   ・連邦免許によるすべての預金金融機関を監督する、国法銀行監督局
　　（ＮＢＳ：National Bank Supervisor）の創設
　 ・証券取引委員会（ＳＥＣ）は、一定規模以上の資産を管理するヘッジファ
     ンドやその他民間基金についての登録制を実施
　 ・全国保険局（Office of National Insurance）を新設し、保険分野に係
     る政策調整等を実施

 ○金融市場に対する包括的な規制の構築
　 ・証券化市場の監督規制を強化するとともに、証券化商品のオリジネー
     ターやスポンサーに信用リスクの５％を保持することを要求
　 ・ＳＥＣは格付機関に対する規制強化の取組を継続
　 ・支払い、清算、決済システムの監督監督をＦＲＢに付与し、必要な場合
     は直接流動性を供給

 ○消費者金融保護庁（ＣＦＰＡ：Consumer Financial Protection Agency）
   を創設

 ○破たんにより深刻な影響を与える可能性がある機関を整理する仕組みを
   創設

 ○国際的な規制基準の引上げと国際協調体制の向上

金融規制改革案の発表（６月17日）

自動車買替え促進制度の導入（6月18日成立）

○スキーム概要
　燃費の悪い中古車を下取りにして、低燃費の新車に買い換える者に対し
　て、購入額の割引を行う制度
○割引額
　車種及び燃費改善幅に応じて、3,500ドル（約34万円）または4,500ドル
　（約43万円）を割引
○適用条件
　・下取りに出す中古車は、製造から25年未満であること
　・購入する新車は、小売価格が45,000ドル（約430万円）を超えないこと
　・下取り車も買換え車も米国メーカー車かどうかは問わない　等
○適用期間
　2009年７月１日～11月１日までの４ヶ月間　（遡及適用なし）
○予算規模
　10億ドル（約960億円）（約21～29万台分の補助となる見込み）

　 2009年 2010年
▲ 2.8 0.9
▲ 2.6 0.8

上位10社 ▲ 2.3 3.0
平均 ▲ 2.7 2.0
下位10社 ▲ 3.1 1.1

ＯＥＣＤ
ＩＭＦ

ブルーチップ
（民間見通し）
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